
北海道森林管理局入札監視委員会審議概要

（ホームページ掲載日：平成２４年１０月１０日）

開 催 日 及 び 場 所 平成２４年９月２７日（木曜日） 研修第二教室
委 員 青 木 豪 （青木法律事務所）

荒 島 裕 雅 （荒島裕雅税理士事務所）
中 村 圭 佐 （公認会計士中村圭佐事務所）

審 議 対 象 期 間 平成２４年４月１日～平成２４年６月３０日
５５９件 うち、１者応札案件１００件

審 議 対 象 案 件 契約の相手方が公益社団法人等の案件３９件

７件（抽出率 １．３％） うち、
１者応札案件 ２件（抽出率 ２．０％）

抽 出 案 件 契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件（抽出率 ０％）

一 般 競 争 該当なし

公募型指名競争 該当なし
指
名
競 工事希望型競争 該当なし

工事 争

その他の指名競争 該当なし

随 意 契 約 該当なし

１件 うち、１者応札案件 ０件
一 般 競 争 契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

公募型競争 該当なし
指
名
競 簡易公募型競争 該当なし
争

その他の指名競争 該当なし

業務
公募型プロポーザル 該当なし

抽
出 随 簡易公募型プロポー 該当なし
案 意 ザル
件 契
内 約 標準型プロポーザル 該当なし
訳

その他の随意契約 該当なし



６件 うち、１者応札案件 ２件
一 般 競 争 契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

物品・ 指 名 競 争 該当なし
役務等

随意契約（企画競争・公 該当なし
募）

随意契約（その他） 該当なし

（特記事項）

意見・質問 回 答

委員からの意見・質問、それに対する １ 総合評価落札方式の簡易 １ 治山・林道工事については
回答等 型と標準型の違いは何か。 ２億円以上で特定の工事は標

準型、それ以外は簡易型とな
る。造林・生産事業、コンサ
ル業務については標準型、簡
易型の区分がない。

２ 技術評価点及び評価値が ２ 業者から技術提案書を提出
付く入札経緯の流れを知り してもらい技術評価点を付け
たい。 る。そして、入札を行い予定

価格を下回った者に評価値が
付き落札者が決定する。

３ 林道コンサル（ＢＢ１） ３ 技術提案書の内容で評価点
技術評価点に２倍の差が を付けている。技術的能力で

あるが、落札に関わる評価 評価に差がつく点数設定をし
点の影響はかなり大きいの ており、結果として落札に関
ではないか。 わる評価点に大きく影響する

場合もある。

４ その他物品・役務 ４ 当該物件は砕石の単価契約
（Ｆ２、３、４） に係る入札であり、砕石の価
３件とも落札率が１００ 格はゾーン単価が公表されて

％となっているが、単価契 いることから、署においてゾ
約の入札で、単価が一致す ーン単価を用い予定価格を作
ることはあるのか。 成している実態や、Ｆ２につ

いては過去にゾーン単価を用
いた予定価格では落札され
ず、砕石協同組合が設定して
いる単価表を予定価格として
用いたことから１００％の落
札もあり得ると考えている。

（Ｈ２３年度入札結果表）
５ １つの業者が同じ日に何 ５ 土木工事・コンサル業務に



件も落札した場合等、工事 ついては、主任技術者等を配
がきちんと行われるか等含 置できないと入札に参加でき
めて制約・審査等はないの ない。資格審査の時に、技術
か。 者が同期間に現場を掛け持ち

していないかチェックしてい
る。

（Ｈ２３年度入札結果表）
６ 造林事業（石狩署） ６ 作業種、作業場所が異なる

余市地区保安林整備（４ ので分ける必要があった。
件）についてはＡ社がすべ
て落札しているが、契約を
分ける必要があったのか。

７ 入札結果表は、年に１回 ７ 今後は前年度分を示すこと
前年度分を作成するのか。 になる。来年度の委員会に

は、２４年度入札結果表が新
たに追加されることになる。

８ 生産事業（Ｄ１） ８ 地域により種別記載が異な
工事費内訳書の種別が２ っていることから、工事費内

種類しかない。もう少し種 訳書の種別については今後統
別を細分できないのか。 一を含め、細分の記載を検討

しているところである。

９ 指名停止者の数は増加傾 ９ 誤伐等に係る適用を厳しく
向にあるのか。 したため、平成２４年１月以

指名停止期間は最長で12 降、森林整備に関する契約違
ヵ月か。 反、法令違反に係る指名停止

者が多くなっている。
基本的に指名停止期間は最

長で１２ヵ月であるが、重大
な独占禁止法違反行為等であ
るものについては、最長３６
ヵ月（３年）である。

10 指名停止期間が終われば 10 資格の剥奪ではないので、
入札に参加できるか。 指名停止期間が終われば参加

できることとなる。

11 低入札価格調査を実施す 11 調査基準価格を設定してお
るため通知したところ、低 き、応札者がその価格を下回
入札価格調査に協力しなか った場合、会社の経営状況や
ったとあるが、どのような 実際にこの金額で工事を行え
調査をしようとし、どの程 るか等の判断のための調査を
度協力しなかったのか。 行う必要があり、調査を行う

旨の通知を出したが、協力を
拒否され調査が出来ず、落札
されなかったところである。

12 業者へ赴き、低入札価格 12 調査は、決算報告書等の資
調査を行うのか。 料を提出してもらい、業者を

呼んで事情聴取等を行う。



13 デジタル複合機賃貸借契 13 物品の賃貸借関係について
約については、低入札価格 は低入札価格調査制度の適用
調査はないのか。 はない。

14 その他物品・役務 14 国庫債務であり、複数年契
（Ｆ３００） 約の承認を財務省から得て、
リース契約か。 ５年間の賃貸借契約をしてい

る。

15 本来リースと保守契約は 15 事務機器のリースは国庫債
セットではないか。 務が認められ複数年契約とな

っているが、保守契約につい
ては国庫債務が認められてお
らず、単年度契約となった。

16 保守はリース契約をした 16 保守契約についてもリース
業者と随意契約になるので 契約と同様に一般競争入札に
はないか。 より契約相手方を選定してお

り、入札結果によっては、リ
ース契約をした業者とは異な
る業者と契約となる場合もあ
る。

17 その他物品・役務 17 当該エリア内に業者が数社
（Ｆ１４３） あるという条件下、利便性等
特別な競争参加資格の欄 を考え範囲の設定をしている

に基準点から半径３kmの範 が、１者入札となったことか
囲内に存在する者という記 ら、対応策として次回からは
載があるが、範囲が狭すぎ 範囲を広げることも考えられ
るのではないか。 る。

委員会による意見の具申又は勧告内容 なし
［これらに対し部局長が講じた措置］

事務局：北海道森林管理局企画調整部業務調整課

（注１） 必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所要の変更を加えることができる。

（注２） 公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に

規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。



北海道森林管理局入札監視委員会苦情処理会議審議概要

開 催 日 及 び 場 所 平成２４年９月２７日（木曜日） 研修第二教室

委 員 青 木 豪 （青木法律事務所）

荒 島 裕 雅 （荒島裕雅税理士事務所）

中 村 圭 佐 （公認会計士中村圭佐事務所）

申立日 件 名 契約方式 契約月日

再苦情申立概要 該当なし

意見・質問 回答

委員からの意見

・質問、それに

対する回答等

委員会による

意見の具申又は

勧告の内容


